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1.  はじめに
　日本における政府の公害問題あるいは環境問題への対応のあり方を考える
際にしばしば言及されるのが、1970 年 11 月 24 日から 12 月 18 日まで開かれ
たいわゆる公害国会である。1971 年 7月 1日に発足した環境庁が 1982 年に刊
行した『環境庁十年史』は、公害国会の意義について次のように述べている（1）。
　第 64 回国会（臨時会）は、その招集の主目的を従来の法制では対処し
得ないような公害の状況の中で公害関係法制の抜本的整備を図ることと
し、公害問題に関する集中的な討議が行われたことから「公害国会」と
呼ばれた。政府は、同国会に公害対策基本法改正案をはじめとする公害
関係 14 法案を提出し、そのすべてが可決成立したが、この 14 法案の内
容は、当時の公害とそれをめぐる社会的、政治的状況を反映した極めて
広範かつ画期的なものであった。
　公害国会で整備された主な内容は次の 6点であった（2）。
（1）	公害対策に「経済の健全な発展との調和」を求めた規定、いわゆる「経
済調和条項」を公害関係法から削除したことをもって、公害防止へ
の国の基本的な姿勢を明確化したこと。
（2）	「典型公害」に土壌汚染を追加するなど公害の範囲を拡大したこと。
（3）	大気汚染などに対して全国規制を導入したほか、規制対象物質の拡
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大を図ったこと。
（4）	自然公園における規制の充実を図るなど自然環境の保護を強化した
こと。
（5）	公害の原因となる事業活動に厳しい規制措置を採り、公害防止事業
についての事業者の費用負担義務を具体化・明確化したこと。
（6）	地方政府に上乗せ規制の権限や基準遵守のための強制権限を委譲し
たこと。
　公害国会で成立した 14 件の法律は、当時の公害対策を求める世論や社会的
関心の高さを背景とし、1950 年代から政府が取り組んできた公害対策の成果
の一つの集大成でもあった。しかし、公害国会に至る過程を詳細に検討すると、
政府の公害対策への積極さや関心の度合いが時期により異なること、1970 年
当時の佐藤栄作内閣も第 64 回国会の当初は公害問題よりも日米間の最大の懸
案事項であった繊維問題の解決を最優先させようとしていたことが分かる。
　そこで、本論では、第 64 回国会が開催されるまでの経緯を、政治家や当局
の対応、さらに 1970 年 1 月に公害問題を優先課題として標榜した米国のニク
ソン政権との関係から検討する。
2.  公害国会以前の公害問題に対する政府の取り組み
　明治時代の足尾鉱毒事件が象徴するように、日本における公害問題は戦前
から続いてきた。そして、戦後になると 1950 年代から水俣病、イタイイタイ病、
四日市ぜんそく、カネミ油症のいわゆる四大公害病が発生し、公害が社会問
題化した。しかし、政府の態度は公害問題の解決に消極的であった。何故なら、
戦後の政府は「経済運営に当たっての環境上の配慮はやはり乏しかった。戦前
の深刻な公害経験が反省として生かされず、公害行政の成果も引継がれなかっ
た。経済の復興がまず最優先されたから」で、「汚染物質の発生量は経済成長
率以上のスピードで増えていったと考えられる」ものの、「当時の政策も、結
果としてみれば、環境への圧力となった」のであり、結局のところ水俣病、イ
タイイタイ病、また、より広域的な「公害列島」の問題としての大気汚染などが、
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反公害運動、マスメディア、そして「世論」の関心の高まりや地方自治体独自
の公害対策をもたらし、最終的には公害国会での対応を含む政府の政策に影響
を与えたのであった（3）。すなわち、公害の発生を受け、1940 年代後半には地
方自治体が公害防止条例を制定するなどの対応策を講じたものの政府の反応
は乏しく、1950 年代後半に入って水質二法と呼ばれることになる「公共用水
域の水質の保全に関する法律」と「工場排水等の規制に関する法律」、そして
「ばい煙の排出の規制等に関する法律」を制定した。しかし、これらの法律が
制定された後に政府は統一的な公害対策を行わず、各省庁が個別に公害規制
を行うのみであった。しかも、省庁間の連携が乏しかったことは、1963 年に
通産省企業局に公害対策課が、1964 年に厚生省環境衛生局に公害課が設けら
れたことからも明らかであり、公害問題においても類似する業務を各省が個
別に行う縦割り行政の弊害が生じていたことが分かる。
　一方、立法府が公害問題を本格的に取り上げたのは衆議院と参議院に産業公
害対策特別委員会が設定された 1965 年のことであった。また、社会党と民社
党がそれぞれ公害対策基本法案を提出するという動きはあったものの、与党自
民党と政府は公害対策に消極的であった。しかも、1967 年 8 月 3日に公害対
策基本法が施行されたとはいえ、第一条第一項において「この法律は、事業者、
国及び地方公共団体の公害の防止に関する責務を明らかにし、並びに公害の
防止に関する施策の基本となる事項を定めることにより、公害対策の総合的
推進を図り、もつて国民の健康を保護するとともに、生活環境を保全すること
を目的とする。」としながら、第一条第二項で「前項に規定する生活環境の保
全については、経済の健全な発展との調和が図られるようにするものとする。」
といういわゆる経済調和条項が設けられていた。また、誰が公害問題の責任
を第一義的に負うかという点も明確に定められなかったため、公害対策基本
法は法案の段階から指摘されていた「企業責任がぼける」という課題（4）を残
したままであった。
　その後、公害対策の実務は厚生省の担当となった。しかし、公害行政は厚
生省の内部でも異質扱いとされたため自律的な活動は行いにくく、公害対策
基本法成立後の活動が世論に理解されることはなく、報道機関も反公害の論
調を強めた（5）。それでも、厚生省は機敏な対応が求められていた地方自治体と
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共同戦線を張るなどの工夫をしたほか、四大公害訴訟における司法の判断を
注視しながら能動的な対応も試みていたのである（6）。
3.  佐藤内閣の発足と公害問題の位置付け
　公害対策基本法は、佐藤栄作内閣の下で成立した。1964 年 10 月 24 日に第
18 回夏季オリンピック東京大会が閉幕した翌日の 10 月 25 日、入院加療中で
あった首相の池田勇人が 11 月 9日に退陣し、後継者に前北海道開発庁長官兼
科学技術庁長官の佐藤栄作を指名する旨を公表した。
　池田勇人の前任者である岸信介は日米安全保障条約の改訂を内閣の最重要
課題とし、1960 年 6月 21 日に新安保条約の批准を実現させた。しかし、日米
安保条約の改訂を進める岸内閣に対しては野党だけでなく与党の自民党内か
らも批判が起きるとともに（7）、国内の世論も改訂への賛否を巡って二分される
ことになった。岸内閣を継いだ池田はこのような状況に鑑み、1961 年からの
10 年間で国民総生産を倍増させるいわゆる所得倍増計画を掲げて経済成長を
最優先させ、国民の関心を政治から経済に変えることに成功した。経済成長
を内閣運営の柱とした池田の後を継ぐことを目指していた佐藤栄作は、自らの
内閣構想を立案する過程で、公害対策を重要な課題として認識していた。すな
わち、来るべき佐藤内閣の構想を策定していた通称「Sオペレーション」は第
1回会合において公害対策を新しい国家像に関する序論的討議の一つとして検
討したのである（8）。「Sオペレーション」は米国民主党の上院議員であったジョ
ン ･F・ケネディが大統領選挙に出馬するために設けたブレイン ･トラスト・
グループを手本とし、佐藤と懇意であった産経新聞社の楠田實が組織した集
まりである。楠田は 1967 年に首相首席秘書官に就任し、佐藤内閣が退陣する
1972 年まで在任した。楠田によれば、佐藤が公害などの「“ひずみ ”の問題を
捉えての政策論」として打ち出した「社会開発」の概念（9）は「政治的な、あ
るいは政策用語としては、斬新で、佐藤政治の方向付けとしては誠に適切」（10）
であり、池田の経済政策と一線を画するとともに、「福祉国家」の実現を進め
られるものと考えられた（11）。その結果、佐藤は「日本経済の安定成長をはかり、
ヒズミの是正につとめる一方、さらに『社会開発』をおしすゝめ」（12）ること
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になった。
　実際に池田内閣を継いだ佐藤は、内政面では池田時代に始まった高度経済成
長を維持し、外交においては対米協調を基本として内閣を運営するとともに、
「人事の佐藤」と呼ばれた巧みな閣僚や党の人事によって求心力を保ち続け（13）、
戦後最長となる 7年 8か月にわたって政権を担当した。この間、経済の発展
に伴い社会資本や社会保障の整備が進展するにつれ、社会保障に関する政策
の課題が重要視されるようになった（14）。しかし、佐藤内閣と自民党が公害問
題に対して消極的な姿勢を示し続けたことは自民党の党勢を長期にわたって
低迷させる一因となった。
　1967 年 1 月 29 日に行われた第 31 回衆議院議員総選挙は、前年に発覚した
閣僚や自民党代議士による一連の不祥事である「黒い霧事件」を受け、佐藤が
低下した求心力を回復するために行った選挙であった。「黒い霧選挙」とも呼
ばれた総選挙で自民党は 486 議席中 277 議席を獲得して安定多数を維持した。
しかし、自民党の得票率は 1955 年の結党以降初めて 50%を下回ったことで、
革新系の勢力の台頭の兆しが認められた（15）。実際、1967 年 4月 15 日に行われ
た東京都知事選挙で社会党と共産党が推薦した美濃部亮吉が自民党の推薦し
た松下正寿を下したこと、さらに美濃部が「東京に青空を」という標語を掲
げて都政の刷新と公害対策を標榜する選挙活動を行ったことは、佐藤内閣と
自民党に対する国民の信頼度の低下を示唆するものであった。すなわち、「問
題意識を示しただけで政策として消化するためのプログラムを欠いていた」（16）
ために、「社会開発」という佐藤内閣の根幹ともいうべき政策の目標（17）は国
民の信認を得ていなかったのである。
　ところで、佐藤が公害に対する関心を持ち始めたのはいつ頃からであろう
か。佐藤が第三次吉田内閣で郵政大臣兼電気通信大臣を務めていた 1952 年か
ら脳溢血で昏倒する前日の 1975 年 5 月 18 日まで 24 年にわたって書き続けた
『佐藤榮作日記』によれば、初めて「公害」という記述が現れるのは 1967 年 6
月であり、公害が頻繁に取り上げられるのは 1970 年 6 月から環境庁の設置が
決まる 1971 年 1 月頃までであった。また、楠田の日記の中に公害に関する記
述が初めて現れるのは、国会で公害対策基本法が審議されていた 1967 年 7 月
のことであった（18）。こうした点から、1960 年代の時点で公害は佐藤にとって
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重大な関心事ではなく、側近や助言者たちの間で課題として取り上げられる
に留まっていたことが推察される。
4.  中央公害対策本部の設置
　佐藤栄作が 1970 年 7 月 29 日の全国都道府県議長会で「公害が発生してい
るからといって、経済成長を抑えるべきだとは思わない」と発言して「首相
は産業優先」と批判されるなど（19）、公害問題に対して主体的に取り組む姿勢
を見せない中で、政権内において最も能動的に活動した人物が、総理府総務
長官の山中貞則であった。1971 年に環境庁が発足した際に初代の長官となっ
た山中は、1970 年 7月 31 日に発足し、首相が本部長を務める政府の中央公害
対策本部副本部長に就任し、対策本部を「公害機動隊」として公害問題に取
り組むよう指示を発した（20）。山中は閣議において「各省バラバラの構想発表」
がなされることに強い不満を表明し、問題ごとに個別に協議することを各大
臣に要請するなど、政権の公害対策に関する議論を主導した（21）。佐藤派に属し、
1964 年には第 1次佐藤内閣の官房副長官を務めた竹下登も「『佐藤榮作日記』
にも書いてありますが、「今日は山中［貞則］君の独壇場」とか。あの頃は公
害なんて言っても、大部分がわからなかった、ということもありますからね。
独壇場と言うか、質問者なしでした」（22）と指摘するように、公害対策での山
中の存在感は大きいものであった（23）。
　また、政府内で山中が中心的な役割を担って公害対策を進めるとともに、中
央公害対策本部に出向した関係各省庁の官僚が行政上の実務を担当した。中央
公害対策本部の職員は、厚生省国民健康保険課長補佐の古川貞二郎ら各省か
ら出向してきた 24 人で、総理府の地下 1階にある講堂に設置された事務所に
は用紙や鉛筆削りなどの備品もなく、女性職員が総理府に鉛筆を削りに行く
ような状況であった（24）。当時、大半の政治家にとって公害問題が分からなかっ
たのと同じように、官僚にも公害行政の経験がある者はほとんどいなかった。
だが、「本当に素人集団だった」ものの、「追い風が吹いていたのが大き」く、
中央公害対策本部は「みるみるうちに強い集団になった」（25）のである。そして、
公害六法などを学んだ山中が時折本部を訪問して職員を鼓舞し、職員も関係
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省庁との交渉の際に山中の意向を背景に臨んだこともあったとされることか
らも（26）、政治と行政とが相互に連携しながら公害問題に取り組んだことが分
かる。
5.  対米関係からみる佐藤内閣の公害問題への取り組み
　前節でみたように、日本の政官界における公害問題への取り組みは 1970 年
に至って本格化した。ここで、佐藤内閣の外交上の機軸である対米協調の観
点から、当時の米国のリチャード ･ニクソン政権の公害対策が日本政府に与
えた影響を検討してみよう。
　ニクソンは1970年 1月 1日に国家環境政策法が発効したのに合わせて声明を
発し、「1970 年は、アメリカが空気と水、そして私たちの生活環境の清らかさ
を取り戻すことで、過去の債務を清算する年でなければなりません。文字通り、
今しかないのです」と指摘することで環境問題に対する強い決意を示した（27）。
また、ニクソンは、1970 年 2月 10 日には中間選挙対策の一環として連邦議会
に対して公害特別教書を公表して公害対策に費用をかけてこなかった産業界
を批判するとともに（28）、1970 年 8 月 10 日には、米国の環境問題・公害問題
の実態を調査させ、水、排気ガス規制などを含む大気、固形廃物、産業公害、
レクリエーション環境について 37 項目にわたる実行計画を策定した年次環境
報告書を議会に送付するのに合わせて特別声明を出した（29）。一連の動きから、
ニクソンが 1970 年に入って公害問題や環境問題を集中的に取り扱っているこ
とが分かる。
　このような米国側の動向に対応するように、日本時間の 1970 年 9月 4日（米
国時間では 9月 3日）に日米両首脳が公害問題に関する日米の協力体制の構
築について声明を公表し、日米間の科学協力を大気汚染、水質汚濁などの公
害問題に集中して強化することで合意した。また、1970 年 10 月 13 日には大
統領環境問題諮問委員長のラッセル ･トレインが来日して佐藤と会談し、日
米両国が定期的に閣僚級の公害会議を開催することで合意するとともに、10
月 24 日に行われる予定の日米首脳会談で公害問題を取り上げることが確認さ
れている。会談ではトレインが「公害対策費は企業の責任を原則としており、
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人件費などと同様、当然の経費だ。しかし公害が発生して国民が健康維持に
多額の費用をかけることを考えれば、多少物価が上がっても環境浄化のメリッ
トは大きい」と公害対策費を負担してこなかった産業界を批判したニクソン
の公害特別教書に基づいて発言し、佐藤が「同感である」と応じるなど日米
の連携の強さが示されたものの、トレインが、1970 年 12 月に米国が環境保護
庁を新設することに言及した際、佐藤は「わが国では中央公害対策本部を設
け山中総務長官のもとで公害行政の機能を統一しており、いまのところ新し
い機構を設けることは考えていない」と述べ、両者の思惑の違いも窺われた（30）。
　さらに、公害国会召集の前日である 1970 年 11 月 23 日の読売新聞の朝刊が
1面で公害国会の召集を告げるとともに、11 月 22 日に当時日米間の最大の懸
案事項であった繊維問題に関して佐藤、宮沢喜一通産相、愛知癸一外相、保
利茂官房長官の四者会談が行われたことを報じていること（31）は示唆的である。
すなわち、公害対策での日米両国の連携は、両国が公害問題に真摯に取り組も
うとする態度の表れというだけではなく、公害対策を内政上の最重要課題に
掲げたニクソン政権による日本側への圧力の結果という側面も有しているこ
とが推察される。佐藤がトレインとの会談の中で輸出品などにも公害対策費
用をかけ、外国からダンピングの非難を浴びることのないよう努力すること
を強調したこと（32）、山中が公害関連法案について「大臣のイスをかけても全
法案を成立させる」と述べたこと（33）、あるいは、佐藤が「公害を無視して生
産に取り組んでいると、日本は国際的に孤立化する恐れがある」と公害問題
を国際関係の中で捉えようとしたこと（34）などは、日本側が公害対策を進める
際に米国の意向が作用したと考えることを可能にするのである。日米繊維問
題という経済上の課題を中心に日米関係が悪化する中で公害対策を手掛かり
に両国の連携が促進されれば、日米協調の雰囲気が醸成される。それとともに、
ニクソン側は野党民主党が優勢といわれた 1970 年 11 月 3日の中間選挙での劣
勢を挽回するために、また佐藤側も 1971 年に行われる東京都知事選挙や統一
地方選挙、さらに参議院選挙を見据えた政権の実績作りのために公害問題を
最大限活用しようと試みたのである。その意味で、公害問題を巡る日米間の
連携は両国の首脳が内政上の課題を解決するための方便という側面を持って
いたといえる。とりわけ日本においては、公害国会の開催に先立つ協議の中
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で与野党が多くの点で意見が一致しながらも（35）最終的な合意に至らなかった
ことが示すように、自民党だけでなく野党も党利党略を優先させ、「国民の切
実な要求に一致してこたえる」ことが出来ず「期待を裏切った」（36）と評価さ
れることになったのであった。
6.  おわりに
　1970 年 11 月 24 日、第 64 回国会が召集された。野党や言論界、あるいは市
民団体を中心に求められていた臨時国会が開催されたのは、総選挙後の特別
国会が閉会した 1970 年 5月 13 日以来 194 日ぶりのことであった。国会におい
ては野党が公害国会の開催を要求し（37）、主要全国紙も公害国会の開会を主張
するなど（38）、臨時国会の主題が公害問題であることは自明のことであるかの
ようであった。
　しかし、所信表明演説において、佐藤が「日米両国が当面している最も大
きな問題」として経済問題、とりわけ繊維問題を挙げ、中国問題についても「ア
ジアにおける最大の問題であります」として「現在、国民の最大の関心事であ
る公害問題」とともに示したこと（39）は、何を意味するのであろうか。実際に
は山中が自らの職を賭す覚悟で公害対策に関連する全て法案の成立を期した
ことが示すように、佐藤内閣は第 64 回国会の最大の課題が公害問題であると
理解していたことは明らかである。その一方で、所信表明演説の中で日米繊維
問題や日中国交問題に言及したことは、佐藤が公害問題を政権にとって最大
の懸案事項ではあるとしても唯一の問題ではないと明示したことを意味する。
それとともに、ニクソン政権の動向、とりわけ繊維問題で日本に対して強硬な
姿勢を取り続けたことも見逃せない。例えば、ニクソンは公害国会で公害関連
法案が審議されていた 1970 年 12月にも記者会見で繊維の輸入制限が必要であ
ることを強調し、日本側に揺さぶりをかけたことは（40）、佐藤内閣が公害のみ
に注力することを許さなかったといえるだろう。佐藤内閣はいわば米国から
の圧力にさらされながら公害問題に取り組まなければならなかったのである。
　しかし、中央公害対策本部が特定の課や係を置かず、課題ごとに作業班を作
り、各人が自由に動ける仕組みを設けることで縦割り行政の弊害打破の先駆的
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事例となったこと（41）が示すように、専門家の乏しい分野であったことを活か
して既存の枠組みに留まらない試みが行われ、このような試みが公害関係 14
法案に結実したことも事実だ。
　ここから、われわれは、確かに公害国会が開催されるまでの間は佐藤や政
府の動きが必ずしも機敏でなく、また、佐藤が企業寄りの姿勢を示すことも
しばしばあり、さらに内政面では党利党略を優先し、外交上は対米協調の観
点から公害問題に取り組んだとしても、結果としてひとたび公害国会が開催
されると、繊維問題などの難題への対処を視野に入れつつ公害関連法案の成
立に全力を上げ、12 月 18 日の閉会までの 25 日間で全ての法案を可決させる
ことに成功したということができるのである（42）。
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<ABSTRACT>
The Year 1970 as a Turning Point of Japan’s Environment 
Policy: Focusing on the “Pollution Session of the Diet”
SUZUMURA Yusuke
In Japan, the 14 bills concerning on measures against pollution passed in 
the 64th Diet Session held in 1970. This Diet session was called as the “Pollution 
Session of the Diet” and is remarkable in point of Japanese government’s 
measures to pollution and environment. These 14 bills are results of public 
opinion and concern for the government to prepare for pollution and 
government’s activities for pollution since the 1950s. However, when we 
examine a process for the “Pollution Session of the Diet”, it is apparent that 
the government took different attitudes by condition and the Sato Cabinet of 
that time made Japan-US Textile Negotiations, which was the most important 
bilateral pending issue, for a top priority. In this presentation we examine a 
process through which the 64th Diet Session became the “Pollution Session of 
the Diet” focusing on responses of administrative officials and governmental 
authorities, and a relationship against the Nixon Administration which 
advocated to solve pollution issues as a primary policy for the USA.
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